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区分　　　　　　経験年数 10年 15年 20年

一般行政職
大学卒 273,918円 313,975円 363,056円

高校卒 281,850円 318,200円

技能労務職 高校卒 310,080円

区　分 標準的な職務内容 職員数（人) 構成比（％）

1級 主 事 ･ 技 師 80 11.8

2級 主 任 131 19.4

3級 主 査 166 24.6

4級 副 主 幹 110 16.3

5級 課 長 ･ 主 幹 132 19.6

6級 次 長 ･ 副 参 事 35 5.2

7級 部 長 ･ 参 事 21 3.1

合　　計 675 100.0

※職員数は上尾市職員の給与に関する条例による給料表の級区分によ
るものです。標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的
な職名です。

配偶者 13,000円

配偶者のいない職員の扶養手当のうち１人だけ 11,000円

配偶者以外の扶養親族（1人につき） 6,500円

※扶養親族の子のうち、特定期間にある子1人につき5,000円の加算
があります。

借家の人 27,500円（限度額）

所有する住宅に居住し、
かつ世帯主の人 6,000円

その他の人 支給なし

交通機関利用者

全額支給（バス使用者は21往復分）
電車の場合：原則6カ月定期の額
バスの場合：ICカード乗車券を使用する場
合、特典バスチケット部分を調整して支給

交通用具使用者

①2㎞未満／非支給
②2㎞以上4㎞未満／2,900円
③4㎞以上20㎞未満／2,900円+2㎞増す
　ごとに1,200円
④20㎞以上／12,500円+3㎞増すごとに
　1,500円

⑦経験年数別・学歴別平均給料額 （平成22年4月1日現在）

⑧一般行政職の級別職員数 （平成22年4月1日現在）

⑨扶養手当の状況（月額） （平成22年4月1日現在）

⑩住居手当の状況（月額） （平成22年4月1日現在）

⑪通勤手当の状況（月額） （平成22年4月1日現在）

区　分 6月期 12月期 合　計

期末手当 1.25カ月分
(0.65)

1.5カ月分
(0.85)

2.75カ月分
(1.5)

勤勉手当 0.7カ月分
(0.35)

0.7カ月分
(0.35)

1.4カ月分
（0.7）

※支給額の算定には、職制上の段階、職務の級などによる算定基礎の
加算措置があります。　（　）内は、再任用短時間勤務職員の数値です。

勤続年数 20年 25年 35年 最高限度額

自己都合 23.50カ月分 33.50カ月分 47.50カ月分
59.28カ月分

勧奨･定年 30.55カ月分 41.34カ月分 59.28カ月分

※上尾市は一部事務組合の埼玉県市町村総合事務組合に加入してい
て、退職手当は同事務組合から支給されています。支給割合は同事務
組合の条例で定められています。

区　分 報　酬 期　末　手　当 費用弁償

市 長 900,000円
（平成22年度支給割合）
6月期／1.95カ月分
12月期／2.2カ月分
合　計／4.15カ月分
※支給額の算定の際、
算定基礎の加算措置が
あります。

－
副 市 長 750,000円

議 長 505,000円
議会本会議・各
委員会に出席
／１日につき
2,000円

副 議 長 460,000円

常任委員長 445,000円

議 員 435,000円

※特別職報酬は、平成7年１月１日以降改正していません。

⑫期末・勤勉手当の支給割合 （平成22年4月1日現在）

⑭特別職の報酬などの額 （平成22年4月1日現在）

４
職
員
の
勤
務
時
間
そ
の
他
の

　

勤
務
条
件
の
状
況

①
勤
務
時
間
の
概
要

　

職
員
の
勤
務
時
間
は
、
1
週
間
当
た
り

38
時
間
45
分
と
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い

て
、
原
則
毎
週
月
〜
金
曜
日
の
そ
れ
ぞ
れ

午
前
8
時
30
分
〜
午
後
5
時
15
分
の
勤
務

で
す
。
そ
の
う
ち
正
午
〜
午
後
1
時
は
休

憩
時
間
で
す
。

②
休
暇
制
度
の
概
要
・
種
類
な
ど

　

職
員
の
休
暇
に
は
、
年
次
有
給
休
暇
、

病
気
休
暇
、
特
別
休
暇
、
介
護
休
暇
が
あ

り
、
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

年
次
有
給
休
暇　

労
働
基
準
法
第
39
条

の
諸
規
定
に
従
っ
て
与
え
ら
れ
る
有
給
に

よ
る
休
暇
で
、
1
年
に
つ
き
最
高
20
日
間

付
与
さ
れ
、
前
年
度
か
ら
の
繰
り
越
し
分

を
含
め
る
と
最
高
40
日
間
で
す
。

　

病
気
休
暇　

負
傷
や
疾
病
の
た
め
に
や

む
を
得
ず
勤
務
で
き
な
い
職
員
に
対
し
、

医
師
の
証
明
な
ど
に
基
づ
き
、
最
小
限
度

必
要
と
認
め
ら
れ
る
期
間
、
そ
の
治
療
に

専
念
さ
せ
る
目
的
で
定
め
ら
れ
た
有
給
の

休
暇
で
す
。

　

特
別
休
暇　

出
産
や
忌
引
き
の
場
合
な

ど
特
別
の
事
由
に
よ
り
、
職
員
が
勤
務
し

な
い
こ
と
が
相
当
で
あ
る
場
合
に
認
め
ら

れ
る
有
給
の
休
暇
で
す
。

　

介
護
休
暇　

配
偶
者
、
子
、
職
員
ま
た

は
配
偶
者
の
父
母
な
ど
の
親
族
で
負
傷
や

疾
病
ま
た
は
老
齢
に
よ
り
、
2
週
間
以
上

⑬退職手当の状況 （平成22年4月1日現在）

該当者なし
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休業の種類

休業者の内訳

育児休業 部分休業

うち新規 うち新規

取得者合計 56 27 15 4

うち男性  0  0  0  0

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 年 間

20.4 17.0 21.8 22.8 82.0

表5　育児休業などの取得状況

表6　時間外勤務の状況

（単位：人）

（単位：時間）

に
わ
た
り
日
常
生
活
を
営
む
の
に
支
障
が

あ
る
人
の
介
護
を
す
る
た
め
、
勤
務
し
な

い
こ
と
が
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場

合
の
無
給
の
休
暇
で
す
。

③
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
状
況

　

平
成
21
年
4
月
1
日
〜
平
成
22
年
3
月

31
日
の
一
般
職
員
の
年
次
有
給
休
暇
の
平

均
取
得
日
数
は
13
・
4
日
で
、
平
成
20
年

の
12
・
4
日
と
比
較
し
て
1
日
増
加
し
て

い
ま
す
。

④
育
児
休
業
な
ど
の
取
得
状
況

　

育
児
休
業
と
は
、
職
員
が
3
歳
に
満
た

な
い
子
を
養
育
す
る
た
め
、
子
が
3
歳
に

達
す
る
日
ま
で
の
期
間
を
限
度
と
し
て
、

任
命
権
者
の
承
認
を
受
け
て
職
務
に
従
事

し
な
い
こ
と
を
可
能
に
す
る
制
度
で
す
。

育
児
休
業
を
取
得
し
て
い
る
期
間
の
給
与

は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
部
分
休
業
と
は
、
職
員
が
任
命

権
者
の
承
認
を
受
け
て
、
小
学
校
就
学
の

始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
た

め
１
日
の
勤
務
時
間
の
一
部（
2
時
間
を

限
度
）に
つ
い
て
勤
務
し
な
い
制
度
で
、

休
業
し
た
期
間
の
給
与
は
減
額
さ
れ
ま

す
。
平
成
21
年
度
の
取
得
状
況
は
表
５
の

と
お
り
で
す
。

⑤
時
間
外
勤
務
の
状
況

　

平
成
21
年
度
の
一
般
職
員
の
年
間
当
た

り
平
均
時
間
外
勤
務
時
間
は
82
・
0
時
間

で
、
平
成
20
年
度（
95
・
0
時
間
）に
比
べ

て
13
・
0
時
間
減
少
し
ま
し
た
。
四
半
期

ご
と
の
時
間
外
勤
務
の
一
人
当
た
り
月
平

均
時
間
の
状
況
は
表
６
の
と
お
り
で
す
。

５
職
員
の
分
限
と
懲
戒
処
分

　

の
状
況

①
分
限
処
分
の
状
況

　

平
成
21
年
度
に
免
職
・
降
任
処
分
さ
れ

た
職
員
は
0
人
で
し
た
。
ま
た
平
成
21
年

度
に
休
職
処
分
さ
れ
た
職
員
は
12
人
で
、

事
由
は
す
べ
て
病
気
休
職
で
す
。

②
懲
戒
処
分
の
状
況

　

平
成
21
年
度
に
懲
戒
処
分
を
受
け
た
職

員
は
免
職
0
人
、停
職
0
人
、減
給
０
人
、

戒
告
0
人
で
す
。

６
職
員
の
研
修
状
況

　

平
成
21
年
度
に
実
施
し
た
研
修
は
合
計

1
1
2
コ
ー
ス
あ
り
、
延
べ
研
修
修
了
人

数
は
1
、0
8
7
人
で
す
。
市
の
研
修
体

系
と
平
成
21
年
度
実
施
状
況
は
次
の
と
お

り
で
す
。

階
層
別
研
修　

昇
任
・
昇
格
時
な
ど
に
行

わ
れ
る
研
修
で
11
コ
ー
ス
、
延
べ
3
7
8

人
修
了

特
別
研
修　

法
律
、
マ
ナ
ー
ア
ッ
プ
、
人

権
、
教
養
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
12
コ
ー
ス
、
延

べ
3
0
3
人
修
了

派
遣
研
修　

国
・
県
の
研
修
機
関
や
民
間
派

遣
な
ど
66
コ
ー
ス
、
延
べ
2
3
4
人
修
了

自
主
研
修　

通
信
教
育
な
ど
19
コ
ー
ス
、

延
べ
94
人
修
了

職
場
研
修　

4
コ
ー
ス
、
78
人
修
了

７
職
員
の
福
祉
と

　

利
益
の
保
護
の
状
況

①
福
利
厚
生
制
度
の
概
要

　

職
員
の
共
済
制
度
は
、
地
方
公
務
員
法

第
43
条
に
基
づ
い
て
定
め
ら
れ
た
地
方
公

務
員
等
共
済
組
合
法
に
よ
っ
て
具
体
的
に

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
共
済
制
度
を
運
用

し
、
実
施
す
る
主
体
は
県
市
町
村
職
員
共

済
組
合
で
す
。

　

共
済
組
合
で
は
、
組
合
員
で
あ
る
職
員

と
家
族
の
病
気
・
け
が
・
出
産
・
死
亡
な

ど
に
対
し
て
必
要
な
給
付
を
行
う「
短
期

給
付
事
業
」、
職
員
の
退
職
・
障
害
・
死

亡
に
対
し
て
年
金
ま
た
は
一
時
金
を
給
付

す
る「
長
期
給
付
事
業
」、
健
康
の
保
持
増

進
事
業
や
住
宅
資
金
の
貸
し
付
け
な
ど
の

「
福
祉
事
業
」の
大
き
く
分
け
て
3
つ
の
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
市
で
は
そ
の

ほ
か
の
福
利
厚
生
制
度
と
し
て
、
健
康
セ

ミ
ナ
ー
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
相
談
助
成
な

ど
の
厚
生
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

②
福
利
厚
生
制
度
へ
の
市
の
負
担
状
況

　

共
済
組
合
の
事
業
を
運
営
す
る
費
用

は
、
組
合
員
で
あ
る
職
員
の
掛
け
金
と
使

用
者
で
あ
る
市
の
負
担
金
に
よ
っ
て
賄
わ

れ
て
い
ま
す
。
市
の
負
担
金
の
率
は
法
に

よ
り
定
め
ら
れ
て
い
て
、
平
成
21
年
度

は
、
17
億
3
、3
3
4
万
８
千
円
を
支
出

し
ま
し
た
。

③
公
務
災
害
補
償
制
度
の
状
況

　

公
務
災
害
補
償
制
度
は
、
職
員
が
公

務
上
の
災
害（
負
傷
、
疾
病
、
障
害
、
死

亡
）ま
た
は
通
勤
に
よ
る
災
害
を
受
け
た

場
合
に
、
そ
の
災
害
に
よ
っ
て
生
じ
た
損

害
の
補
償
と
被
災
職
員
の
社
会
復
帰
の
促

進
と
職
員
・
遺
族
を
援
護
す
る
た
め
に
必

要
な
事
業
を
行
う
こ
と
を
目
的
に
し
て
い

ま
す
。
具
体
的
に
は
、
地
方
公
務
員
法
第

45
条
に
基
づ
い
て
定
め
ら
れ
た
地
方
公
務

員
災
害
補
償
法
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
平
成
21
年
度
に
公
務
災
害
に
認
定

さ
れ
た
件
数
は
７
件（
通
勤
災
害
な
し
）で

す
。８

公
平
委
員
会
の
業
務
の
状
況

①
勤
務
条
件
に
つ
い
て
の
措
置
要
求
の
状
況

　

平
成
21
年
度
の
措
置
要
求
案
件
は
あ
り

ま
せ
ん
。
平
成
20
年
度
以
前
か
ら
の
継
続

案
件
も
あ
り
ま
せ
ん
。

②
不
利
益
処
分
に
つ
い
て
の
不
服
申
し
立

て
の
状
況

　

平
成
21
年
度
の
不
服
申
し
立
て
案
件
は

あ
り
ま
せ
ん
。
平
成
20
年
度
以
前
に
さ
れ

た
不
服
申
し
立
て
で
審
査
を
継
続
し
た
も

の
も
あ
り
ま
せ
ん
。


